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第Ⅰ．組織運営状況 

１．主要管理事項 

 

（１）総会 

第７回通常総会を２０２５年６月９日（月）に大日本水産会会議室で実施した。 

議案及び可決事項 

第１号議案 ２０２４年度事業報告並びに収支決算について 

第２号議案 役員の選任について 

第３号議案 その他について 

 

（２）理事会 

第２１回理事会を２０２５年５月１６日（金）に書面で実施した。 

議案、承認可決事項 

第１号議案 ２０２４年度事業報告並びに収支決算について 

第２号議案 第７回通常総会の開催について 

第３号議案 その他について 

 

第２２回理事会を２０２５年６月９日（月）に大日本水産会会議室で実施した。 

議案、承認可決事項 

第１号議案 役員の選定について 

第２号議案 その他について 

 

事 項 期日・回数等 内容・場所等 

会計監査会 

 

第２１回理事会 

 

第７回通常総会 

 

第２２回理事会 

 

第２３回理事会 

 

第２４回理事会 

２０２５年４月１７日（木）、５月７日（水） 

 

２０２５年５月１６日（金） 

 

２０２５年６月９日（月） 

 

２０２５年６月９日（月） 

 

２０２５年１１月１８日（火） 

 

２０２６年３月１９日（木） 

大日本水産会会議室 

 

書面 

 

大日本水産会会議室 

 

大日本水産会会議室 

 

大日本水産会会議室 

 

大日本水産会会議室 
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第２３回理事会を２０２５年１１月１８日（火）に大日本水産会会議室で実施し

た。 

議案、承認可決事項 

第１号議案 ２０２５年度上半期事業報告並びに収支現況報告について 

第２号議案 ２０２５年度予算額の変更について 

第３号議案 旅費規則の改定について 

第４号議案 その他について 

 

第２４回理事会２０２６年３月１９日（木）に大日本水産会会議室で実施した。 

議案、承認可決事項 

第１号議案 ２０２５年度事業報告並びに収支見込について 

第２号議案 ２０２６年度事業計画及び収支予算について 

第３号議案 その他について 

 

（３）会計監査 

２０２４年度会計監査会を２０２５年４月１７日（木）、５月７日（水）に大日本

水産会会議室で実施した。 

 

２．会員 

・２０２５年度を通じた会員の異動は次のとおり。 

種 別 ２０２４年度末 増 減 ２０２５年度末 

正会員 ２９ ２ ０ ３１ 

准会員 １８ ２ １ １９ 

合 計 ４７ ４ １ ５０ 

 

３．役員等の構成 

 

 

 

 

 

役 職 員 数 

理事長 

専務理事 

理 事 

監 事 

１ 

１ 

３ 

１ 
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第Ⅱ．業務実施概要 

１．一般会務等 

・第７回通常総会を６月９日（月）に大日本水産会会議室にて開催し、２０２４年

度事業報告並びに収支決算が承認され、２０２５年度事業計画及び収支予算の報

告がなされた。 

・ホームページにて、認定業務内容や関連情報等の周知を図った。 

・本機構への会員募集により新規に４会員が加入し、１会員が退会したため５０会

員となった。 

 

２．HACCP認定事業 

・HACCP 認定事業として、新規認定審査・更新認定審査・追加認定審査・継続審

査の業務を実施した。 

新規認定３２件と更新認定を併せて、２０２６年３月末時点の認定施設数は５５

４水産加工施設となった。 

事 項 認定件数 

新規認定審査 

更新認定審査 

追加認定審査 

特別認定審査 

継続審査 

 ３２件 

 ２７２件 

 ２９件 

  ０件 

７８５件 

・EU への水産物輸出促進に向けて、EU・HACCP の認定取得を促進するため、（一

社）大日本水産会と協力して農林水産省による EU・HACCP 認定の加速化に努

め、認定施設の増加を図った。 

 

３．委託事業及び国庫補助事業等 

○EU・HACCP 認定施設指導・監視事業 

農林水産省による EU・HACCP 施設認定に係るスクリーニングや認定施設への定

期監視、輸出荷口検査等の実施とともに、その実施に必要となる施設認定申請に係

る定期監視員の養成講習会等を行い、施設認定や認定後の監視等を行う十分な体制

を確保することを目的として下記の事業を実施した。 
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・定期監視 

EU・HACCP 認定施設については、４ヵ月ごとに施設の状態を定期的に監視する

こととなっており、今年度については、９３認定施設に対して２５４回の定期監

視及び５８認定施設に対して８６件のサンプリングを実施した。 

資料１ 定期監視実績（７、８ページ参照） 

資料２ サンプリング実績（９、１０ページ参照） 

・輸出荷口検査 

EU に水産物を輸出する際に、荷口と申請内容を確認し、欧州委員会から示され

た様式により衛生証明書を発行することとなっており、３８認定施設に対して２

３０回の輸出荷口検査を実施した。 

資料３ 輸出荷口検査実績（１１ページ参照） 

・定期監視員、輸出荷口検査員及びサンプリング実施者養成講習会の実施 

EU・HACCP を取得した認定施設への定期的な監視、並びに EU 向け輸出水産

食品の衛生証明書の発行の際に行う荷口確認のための検査を適切に実施するた

めの荷口検査員及び製品等のサンプリングを実施する候補者を対象として、１

２月１７日（水）に大日本水産会会議室にて講習会を実施した。 

・スクリーニングの実施 

農林水産省の EU・HACCP（EU 向け輸出水産食品取扱施設）認定のスクリー

ニング機関として、EU・HACCP 認定を申請した９件の水産食品取扱施設に対

して、スクリーニングとして書類審査を８件、現地調査を２件実施した。 

資料４ スクリーニング実績（１２ページ参照） 

スクリーニング終了後、判定委員会を開催し、実施したスクリーニングの結果を

協議し、その結果を農林水産省へ報告した。 

農林水産省による EU・HACCP 認定施設は、２０２６年３月末現在の累計で１

０２施設（うち認定施設数９９、認定市場数３）となった。 

 

事項・内容等 期日等 場所等 

スクリーニング判定委員会 

（２回開催） 

２０２５年 ８月７日（木） 

２０２６年 ２月６日（金） 

大日本水産会 会議室 

大日本水産会 会議室 
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・冷凍船監視員及び漁船等衛生監視者養成講習会の実施 

冷凍船の定期監視を適切にかつ円滑に実施するため、一定の力量を持った監視

員等を確保する必要があり、冷凍船監視員等を養成するための講習会を８月５

日（火）～６日（水）にかけて、（一社）大日本水産会大会議室にて実施した。

講習会を受講した都道府県の担当者に対し、「EU 向け輸出水産食品に係る EU

規則講習会（冷凍船監視員コース）」受講修了証書を交付した。 

 

○証明書発給等の体制強化支援事業 

・施設認定のための審査員等の確保、並びに認定審査体制等の適切性を整備、維持

するための内部監査等を行った。 

・米国内で実用書として用いられ、「Food Code 2022」の補足資料としても掲載さ

れている米国食品医薬局（FDA）が 2012 年に公表した Bad Bug Book 2nd Edition

の翻訳を行い、参考資料として冊子を作成した。 

・ペルー向け輸出水産食品の衛生証明書発行業務及びサウジアラビア向け輸出水産

食品の衛生証明書発行業務を実施した。 

ペルーについては、２０２６年３月末時点で新規施設認定及び衛生証明書の発行

は０件であった。 

サウジアラビアについては、２０２６年３月末時点７件の新規施設認定を行った。 

また、衛生証明書については、２４０件の発行を行った。 

認定施設は２０２６年３月末時点の累計で、ペルーについては１９施設、サウジ

アラビアについては６０施設となった。 

資料５ ペルー向け輸出水産食品認定施設（１３ページ参照） 

資料６ サウジアラビア向け輸出水産食品認定施設（１４ページ参照） 

 

○施設認定等支援事業 

・輸出事業者支援事業として、水産食品加工施設 HACCP 認定審査における認定審

査料及び経費について、申請のあった１,０３３件に対して補助（補助率１／２、

1 施設／年２回）した。 
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認定種類 施設数 事業費 補助額 

新規認定審査 

更新／品目追加認定審査 

継続審査 

２８件 

２７８件 

７２７件 

８,３５３,６１６円 

７７,７１２,３０８円 

１２３,５８６,１４７円 

４,１７６,８０９円 

３８,８５６,１３４円 

６１,７９３,０３２円 

合計 １,０３３件 ２０９,６５２,０７１円 １０４,８２５,９７５円 

 

HACCP 認定加速化緊急支援事業 

認定種類 施設数 事業費 補助額 

新規認定審査 

更新／品目追加認定審査 

継続審査 

１７件 

１４７件 

３１４件 

４,９２７,８４３円 

４１,７８８,７８２円 

５３,４０７,５３３円 

２,４６３,９１９円 

２０,８９４,３７９円 

２６,７０３,２４８円 

合計 ４７８件 １００,１２４,１５８円 ５０,０６１,５４６円 

 

輸出先国規制対応支援事業 

認定種類 施設数 事業費 補助額 

新規認定審査 

更新／品目追加認定審査 

継続審査 

１１件 

１３１件 

４１３件 

３,４２５,７８２円 

３５,９２３,５２６円 

７０,１７９,６１４円 

１,７１２,８９０円 

１７,９６１,７５５円 

３５,０８９,７８４円 

合計 ５５５件 １０９,５２８,９２２円 ５４,７６４,４２９円 

２０２６年３月末日現在 


